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はじめに
本論文は、平成１７年３月、中央大学より「博士」（経済学、論文博士）号を授与された
論文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域
政策論的研究―』の論文要旨である。
本論文は、中央大学大学院経済学研究科・経済学部教授で、第３セクター研究学会の
会長である経済学博士金田昌司先生（現山梨学院大学大学院特任教授）の指導のもとに、
筆者がこれまで第３セクターに関して発表してきた次のような諸論文、すなわち、第
３セクター研究学会編『２１世紀を創る第３セクター』（公職研、平成６年７月）および
『地域経営の革新と創造』（透土社／丸善、平成１２年６月）所収の各論文、および研究大
会の各発表論文、『新潟産業大学経済学部紀要』『新潟産業大学人文学部紀要』『新潟
産業大学経済学部Ｄｉｓｃｕｓｓｉｏｎ Ｐａｐｅｒ Ｓｅｒｉｅｓ』所収の各論文、拙著『第三セクタービジ
ネス』（日刊工業新聞社、平成２年１０月）、綜合ユニコムより刊行された筆者の編著
『第３セクターの事業化と運営実態調査資料集』（昭和６３年９月）、『公有地の有効活用手
法・実務事例資料集』（平成元年３月）、『官民共同開発と公共・民間複合施設計画事例
集』（平成元年１０月）、『リゾート事業戦略研究資料集―土地取得と資金調達方法―』（平
成４年４月）所収の各論文、時事通信社、ぎょうせいなど、各出版社における『税務
経理』『地方財務』『自治フォーラム』など所収の各論文、また参議院事務局地方行政・
警察委員会調査室「第３セクターに関する経営実態調査研究報告書」（座長：出井信夫）な
どの実態調査研究報告書、さらに、第３セクター研究学会平成１４年度学会賞を受賞し
た拙著『都市・地域政策と公民連携・協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第３
セクターの研究―』（地域計画研究所、平成１４年３月）、を踏まえて、体系的に集大成し
た、「第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する論文」（本論文はＡ４版，３３０頁）
である。
本論文の執筆にあたっては、指導教授金田昌司先生をはじめ、論文の審査委員として
指導を受けた塩見英治教授、石川利治教授、田中拓男教授の諸先生、また第３セクター
研究学会会員の諸先生、また新潟産業大学経済学部および人文学部の諸先生および職員
諸兄より、多くの有益な示唆、ご指導、ご協力をいただいた賜物であると、記して深く
感謝する次第である。
また、今日まで支えてくれた家族に対しても深く感謝している。
顧みれば、指導教授金田昌司先生に、博士学位論文の執筆について指導を受けたのは、
５年前に遡る。「第３セクター論」で、経済学博士号を授与された者はこれまでいないの
で、極めて厳しいと指導を受けたことを、昨日のことであったかのように回想する。
浅学非才な筆者は、未知の分野において学位論文を執筆、取り纏めることに対し、困
難な未知を進まねばならないという決意だけは旺盛であったが、同時に、前途多難な障
害の大きさに暗澹たる気持ちを抱いていたことを思い浮かべる。
このように困難に直面しながらも、多くの先輩諸兄の激励と有益な指導、示唆、教授
に支えられ、漸く、博士号を授与されることになったのである。
学位授与式において、これまで中央大学より経済学に分野において「論文博士」号を
授与された人数を確認した際、改めて、越し方を鑑みるとともに、先輩諸先生の学恩、
また有益な示唆、教授などに対し、深く感謝の念を抱いた次第である。
今後は、さらに、学問の深化に努めるとともに、本学の発展、興隆に寄与する次第で
ある。
ちなみに、本学位論文を執筆、取りまとめるに際して、基礎となった前著『都市・地
域政策と公民連携・協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第３セクターの研究
―』は、他に類書がないと学会等において高く評価されている。参考に、本論文の最後に、
『都市・地域政策と公民連携・協働』（Ａ５版，４０５頁）の要約を詳解する。詳細について
は、同書を参照されたい。
序章　研究目的
本論文は、「第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察」と題する、第３
セクターの実態分析に基づく地域政策論的研究である。
近年の自治体に対する行財政需要の特徴をみると、多様化・高質化する傾向にある。
自治体に要請される事業・業務・サービス提供の内容をみると、従来のような「地方
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公営企業法」に基づくガス、水道、病院、交通などに代表される住民生活の基礎的・日
常的サービスの提供は一定水準で充足されたこと、また図書館、児童館、公民館、コミュ
ニティホールなどに代表される単一機能的な公共公益施設の整備から健康・保健・福
祉・コミュニティ活動・社会活動などの支援や促進を図る目的により、「公共公益施設
の複合的かつ多機能的な整備」が促進される傾向にある。
加えて、「公共公益施設」にレストランなどを併設する例や日帰り温泉保養施設にディ
ケアセンターなどを併設する例などにみられるように、「公共公益施設に民間商業・利
便性施設」を一体的・計画的・総合的に整備した、「公共公益施設に民間商業・利便性施
設を合築化した複合多機能施設」、すなわち、「公民の連携施設」の整備などが整備され
る傾向にある。
このように、多種多様で広範な公共公益施設整備とその施設整備に伴うサービスとし
て、「地域公共財と呼ばれる財やサービス」（施設の提供やサービスの提供など）の提供
が促進される傾向にある。これらの「複合多機能公共公益施設」や「公共公益施設に民
間商業・利便性施設を合築化した複合多機能施設である公民連携施設」の施設整備やそ
の管理運営にあたっては、自治体の行財政運営において自治体が直接運営管理する事業
として適切ではないという理由などにより、民間企業や団体などが参画し、自治体と民
間企業、あるいは都市・地域住民等の協力を得て、公共と民間との共同出捐・共同出資
によって設立・運営される、いわゆる「第３セクター」方式と呼ばれる、「公私協力」
「事業連携」「事業協働」方式による公共公益サービスの提供およびその事業化が推進さ
れ、注目されてきたことは周知のとおりである。
その理由については、主として、次の４つの観点があげられる。
すなわち、①公共性の担保や保持の観点、また行政補完的・行政支援的な業務など業
務性格の観点より適する事業主体として検討されたこと、②事業の独立性や一定の収益
性を確保し、経営の効率性を図る事業主体としての観点が重要視されたこと、③公共性
と収益性の両面の特性を併せ持つ分野の事業を推進する自立的・独立的な組織（自治体
の独立行政法人）として公共性と収益性のバランスを維持する事業体であると認識され
たこと、④民間企業や民間団体、また都市・地域住民の協力・支援連携・協働を得るこ
とが容易であるという視点から検討されたことなどの諸点である。
このように、「第３セクター方式」と呼ばれる公共と民間が共同出資により事業を行う
公民の連携方式は、わが国のユニークな独特な事業方式である。
しかしながら、近年の自治体の都市・地域政策の推進において、これまで一定の成果
があげられてきた第３セクター方式と呼ばれる事業主体に関する研究において、これま
で体系的に経営実態に関する研究などは十分になされてきたとはいえない。
その理由は種々の点があげられるが、主として、次のような事項があげられる。
①事業分野については、鉄道やバス交通事業分野や文化ホールの管理運営事業から、
地域産業振興施設の整備や管理運営、また日帰り温泉施設やリゾート施設など多種多様
な事業分野の事業が展開されていること、②事業規模については、大規模な事業からコ
ミュニティ・ビジネスと呼ばれるような小規模事業に至るまで多種多様な事業規模の事
業が展開されていること、③事業の推進方法については、施設整備から施設の運営管理
に至るまで一貫して事業を行う例から、公共が施設整備した後に管理運営のみを受託し
て事業展開を行うなど、施設整備やサービスの提供方法についても一様ではなく、多種
多様な事業方法が展開されていること、④事業推進組織については、株式会社など営利
法人組織にとどまらず、財団法人など公益法人組織など一様ではなく、多種多様な事業
組織により事業が展開されていること、⑤一般には、「テクノポリス法」「リゾート法」
「頭脳立地法」など地域政策・地域活性化・地域整備支援法などと称される法律との関
係において、法律の適用要件を満たす事業主体として、国庫補助事業の対象、固定資産
税の減免措置、あるいは制度融資や政策融資などのインセンティブが付与される多様な
優遇措置を得られる事業主体であると認識されているようであるが、このような例は全
体の第３セクター事業事例からみると極めて少ないことなど、第３セクター事業の経営
実態については誤解され曲解されている面が多々あり、正確に理解されてはいない面が
多いのがその実態である。
また、第３セクター事業経営についても、巷間いわれるような赤字経営ばかりではな
い。近年実施された旧自治省・現総務省の第３セクターに関する経営実態調査によれば、
株式会社・財団法人を含め６割を超える法人が黒字である、という事実・実態について
も、正確に認識されてはいないのが現状である。
近年、経営赤字、経営破綻に陥る第３セクターが増加傾向にあるが、第３セクターの
経営実態が正確に認識されずに、誤解され曲解された情報が独り歩きし、第３セクター
に対する批判のための批判が多くなされる傾向がみられる。第３セクターの経営実態な
ど現状の事業内容や事業展開方法などについて基本的に正確に捉えた上で、正鵠を得た
議論が展開されることが急務である。
したがって、自治体の都市・地域政策との関係の観点、また第３セクターが本来の設
立趣旨や役割・機能を十分に果たすことを支援する観点、また経営危機に陥った第３セ
クター事業を再生、再構築する観点などから、第３セクターに関して正確な現状把握、
また経営実態に関する分析研究が必要となる。
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本研究は、自治体行政において、地域振興、地域活性化の推進事業主体として多様な
役割・機能を担って事業展開がなされている第３セクターの設立・運営管理に関する経
営実態に焦点をあて、第３セクター事業の多様な事例研究を踏まえ、その成功要因およ
び失敗要因など経営実態について明らかにするとともに、第３セクターの実態研究を踏
まえ、今後の第３セクターの在り方やあるべき方向性について、地域政策論的研究の観
点より、これまでの研究成果の集大成として取り纏めたものである。
本研究は、次のような内容より構成されている。
序章　研究目的
第１章　第３セクターの概念と定義
Ⅰ　各経済主体の関係性
Ⅱ　新たな財・サービスの提供主体の台頭
Ⅲ　地域公共財・サービスの提供主体の類型化
Ⅳ　第３セクターの概念
Ⅴ　わが国の第３セクターと欧米諸国の第３セクター
Ⅵ　第３セクター概念の諸説と第３セクターの形態
Ⅶ　第３セクターの定義と各セクターの関係
第２章　第３セクター設立の歴史的経緯と設立背景
Ⅰ　第３セクターの概念と第３セクターの誕生
Ⅱ　明治期・大正期における国策会社としての第３セクター
Ⅲ　第３セクター方式の増加とその経緯
Ⅳ　近年の第３セクター方式増加の背景
Ⅴ　第３セクターに対する公共側と民間側の参画動機
Ⅵ　第３セクターの多様な事業方式
Ⅶ　新たな公民連携の誕生
第３章　地方公社と第３セクターの定義・設立状況
Ⅰ　地方公社の定義とその設立状況
Ⅱ　地方公社の設立状況
Ⅲ　地方公社の定義・調査と第３セクターの定義・調査の相違
Ⅳ　第３セクターの定義と設立状況
第４章　アーネ・ボンフェナールの「わが国の第３セクター研究」
Ⅰ　世界各国における民営化の潮流と公民協力連携
Ⅱ　ボンフェナールの「公民連携」概念とわが国のＰＰＰ・第３セクター研究の成果
第５章　複合多機能型公共施設の整備と第３セクター
Ⅰ　地域活性化および中心市街地再開発事業などを推進する第３セクター
Ⅱ　複合多機能公共公益施設を管理運営する岐阜県白川町の３つの公社
Ⅲ　温泉・プール・図書室・多目的ホール・ディケアセンター等複合多機能公共
公益施設「四季の館」を管理運営する北海道鵡川町・㈱果夢工房
Ⅳ　工場跡地に整備された大規模な公共公益施設と民間商業利便性施設の複合多
機能施設整備事例―埼玉県越谷市・越谷コミュニティプラザ―
Ⅴ　中心市街地再開発における公共公益民間商業利便性施設の複合多機能施設整
備事例―山形県山形市・七日町再開発ビル―Ⅵ公共施設と民間施設（市立外
国語専門学校と民間健康増進施設・商業施設等）を併設した複合多機能施設
整備事例―富山県富山市・富山市民プラザ―
Ⅶ　地域活性化・地域振興を図る中核的公共公益複合多機能施設（コミュニティ・
ショッピング・住宅）整備事例―新潟県中里村・中里村地域開発―
第６章　第３セクター方式の新たなタイプの出現
Ⅰ　「公益法人型」の公社・第３クター
Ⅱ　財団法人信濃川テクノポリス開発機構
Ⅲ　財団法人十日町地域地場産業振興センター
Ⅳ　財団法人新潟観光コンベンション協会
Ⅴ　新潟産業大学
Ⅵ　新潟工科大学
Ⅶ　市民１００人の出資による「まちづくり会社」事例―愛知県新城市・㈱山湊（さ
んそう）
第７章　第３セクターの解散と経営再建
Ⅰ　経営破綻により解散した第３セクターと事業再生した第３セクターの主な事例
Ⅱ　経営破綻により事業中止した新潟県長岡市・長岡スペ－スネオトピア
Ⅲ　経営破綻し特別清算した「山口県下関市・日韓観光高速船対する補助金交付
訴訟事件」
Ⅳ　経営危機に瀕した旧会社を一度解散し、民間企業主導により事業再建した三
重県紀伊長島町・紀伊長島レクリェーション都市開発の事例
Ⅴ　経営危機の第３セクターを自治体主導により再建する新潟県新潟市・新潟ふ
るさと村の事例
第８章　経営実態調査結果の検討と今後の在り方
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Ⅰ　経営実態調査（出井研究室調査）にみる問題点と今後の在り方
Ⅱ　経営実態調査（総務省調査）にみる問題点と今後の在り方
第９章　第３セクターの設立運営に関する基本問題の検討と今後の在り方
Ⅰ　第３セクターの成功事例・成功要因と失敗事例・失敗要因
Ⅱ　第３セクターの設立・運営に関する基本的事項
Ⅲ　第３セクターを設立する際に事前に検討すべき基本的事項
Ⅳ　公共公益施設管理運営組織の設立・運営の基本的な検討プロセス
第１０章　第３セクターの事業評価に関する基本問題の検討と今後の在り方
Ⅰ　事業評価方法・経営評価方法の視点と先進自治体の事例
Ⅱ　第３セクターの事業評価・経営評価方法
Ⅲ　第３セクターの評価の視点と事業評価・経営評価
Ⅳ　第３セクターの経営診断指標の作成
第１１章　第３セクターの法的・民主的統制に関する基本問題の検討と今後の在り方
Ⅰ　法律的・政策的な視点からみた問題点と在り方
Ⅱ　事業展開・経営採算性の観点からみた問題と在り方
Ⅲ　公的支援措置と支援措置の係争問題と在り方
Ⅳ　債務保証・損失補償契約の在り方
Ⅴ　職員派遣等に関する職員身分の観点からみた問題と在り方
Ⅵ　経営情報公開・情報開示の観点からみた問題と在り方
Ⅶ　議会等の民主的統制の観点からみた問題と在り方
第１２章　第３セクターに対する行政府・立法府の対応
Ⅰ　第３セクターに対する行政府の対応
Ⅱ　立法府における公社・第３セクター問題の議論とその認識
第１３章　結び―第３セクター・公民連携の新潮流と今後の地域政策の在り方―
Ⅰ　社会資本整備の考え方の変遷
Ⅱ　市民参画型の第３セクター「ジョイントセクター」方式の展開方向
Ⅲ　市民参画型社会における公民連携の新たな潮流
Ⅳ　今後の地域政策の在り方
《Ｓｕｍｍａｒｙ》
《文献目録》
第１章　第３セクターの概念と定義
第１章「第３セクターの概念と定義」においては、次のような視点より詳述している。
まず、「Ⅰ 各経済主体の関係性」においては、家計、企業、政府など、地域社会にお
ける経済構成主体の観点より、それぞれの関係性について、全体的な位置づけより捉え
ている。
次に、これらの経済構成主体の関係性を踏まえ、「Ⅱ 新たな財・サービスの提供主体の
台頭」について、市場のメカニズムと市場の失敗および政府活動役割・機能と政府
活動の失敗の観点について言及した上で、地域公共財・サービスの提供主体の類型化
について、体系的に整理し、論述している。このような観点を踏まえて、公民協力に
よる事業連携の考え方においては、社会資本整備における整備主体と公民の分担・連携
のあり方について、その分担領域や範囲について、体系的に整理し、論述している。また、
「公私協力」「事業連携」「事業協働」方式による公共公益サービスの提供について、
サービス提供主体として第３セクター方式が多く採用されてきた背景やその理由につい
て、体系的に整理し、論述している。
これらの観点を踏まえ、「Ⅲ 地域公共財・サービスの提供主体の類型化」を行っている。
また、「Ⅳ 第３セクターの概念」においては、①第１セクターの国や自治体などの「行
政部門」ではない、また②第２セクターの民間営利法人の「民間部門」でもない、この
２つのどちらでもない「行政部門や民間部門以外のその他のセクター」（Ｔｈｅ ｏｔｈｅｒ ｓｅｃｔ
ｏｒ）、いわゆる「第３のセクター」（Ｔｈｅ ｔｈｉｒｄ ｓｅｃｔｏｒ）を意味する点については、「行政
部門や民間部門を除く、それ以外のその他のセクター」が、第３セクター（Ｔｈｅ ｔｈｉｒｄ ｓ
ｅｃｔｏｒ）を意味している諸外国における概念とは、わが国においても変わることはないこ
とを確認している。
このように、「Ⅴ わが国の第３セクターと欧米諸国の第３セクター」について、両者
の基本的な概念について、その類似性と相違性について、体系的に、わが国の第３セ
クターの概念および欧米諸国の第３セクターの概念について、その彼我の概念につい
て比較し、言及している。
さらに、「Ⅵ 第３セクター概念の諸説と第３セクターの形態」において、わが国の第
３セクターに関するいくつかの代表的な諸説や事業形態に関し、第３セクター概念の
諸説および第３セクター方式の形態の観点より、体系的に類型化し、整理し、詳解し
ている。
このような概念や諸説を前提に踏まえ、「Ⅶ 第３セクターの定義と各セクターの関係」
－８－
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においては、「第３セクターを定義づける」とともに、「第３セクターの代表的な事業事
例」、さらには類似的な概念として、「第３セクター」「第４セクター」「第５セクター」
「ジョイントセクター」などの概念について、次のような観点、すなわち、第３セク
ターの定義、第３セクターの主な事業事例、第３セクターと各セクターの関係につ
いて、筆者が行ってきた経営実態調査分析などの調査研究事例を踏まえ、体系的に整理
し、考察している。
第２章　第３セクター設立の歴史的経緯と設立背景
第２章「第３セクター設立の歴史的経緯と設立背景」においては、次のような視点よ
り詳述している。
まず、「Ⅰ 第３セクターの概念と第３セクターの誕生」においては、『新全国総合開発
計画』および『経済社会基本計画』（１９６９年：昭和４４年５月閣議決定）おける政府の社会
資本整備に関する考え方の変遷について整理し、詳解するとともに、「Ⅱ明治期・大正期
における国策会社としての第３セクター」について、わが国の国策遂行との係わり合い
の観点より、歴史的な設立経過について諸文献を体系的に整理し、論述している。
このように第３セクターが設立されてきた歴史的な設立経過を踏まえ、近年の「Ⅲ 第
３セクター方式の増加とその経緯」について、次のような観点、すなわち、高度経済
成長期における第３セクターの設立、地域整備に関する法律に基づき設立された第３
セクター、近年設立される多様な第３セクターの事業分野の観点より、諸文献を体系
的に整理し、詳解している。
また、「Ⅳ 近年の第３セクター方式増加の背景」については、筆者が行ってきた経営
実態調査分析などの調査研究事例や資料収集してきた多くの諸文献の事例を踏まえ、第
３セクター方式の増加要因やその背景について、次のような観点、すなわち、①民活法
などによる国の地域政策の支援方策の観点、②リーディング・プロジェクトの指定など
による起債償還の優遇措置の観点、③公共公益施設の複合化・多機能化と施設の管理運
営の観点、④公共公益施設と民間商業利便性施設の複合化や多機能化と施設の管理運営
の観点、⑤条件不利地域における地域活性化・地域産業振興政策の手段の観点、⑥大規
模事業開発における民間企業の資金・ノウハウ等の導入の観点より、自治体と民間企業
の両者の地域振興・地域活性化対策事業や地域開発行政に対する思惑が合致した結果で
あると、種々の観点よりその要因について分析し、体系的に整理し、詳解している。
「Ⅴ 第３セクターに対する公共側と民間側の参画動機」については、これらの多くの
事例分析を踏まえ、第３セクターに対する公共部門および民間部門における基本的な参
画動機について、論述している。
このように、多種多様な第３セクターの事業分野における経営実態調査分析など事例
分析を踏まえ、「Ⅵ 第３セクターの多様な事業方式」においては、次のような観点、す
なわち、第３セクターの事業類型化、施設整備主体と管理運営主体の関係、第３
セクターの事業類型・業務分類、リゾート開発事業における典型的な事業開発方式な
どの観点より、第３セクターの事業展開方法や事業化の進展方法などについて類型化す
るなど、第３セクター問題を正確に議論するために種々の観点より体系的にその経営実
態を分析整理し、その分析の普遍化に努めている。
さらに、「Ⅶ 新たな公民連携の誕生」においては、近年の公民連携の新たな潮流、新
たな連携のタイプとして、「ＰＦＩ」（Ｐｒｉｖａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ）、「ＮＰＯ」（Ｎｏｎｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇ
ａｎｉｚａｔｉｏｎ）「基金」「公益信託」などの事業方式が注目されている。これらの動向に着目
し、これらの事業手法についても、自治体の地域政策の観点より併せて研究する必要性
について言及している。
第３章　地方公社と第３セクターの定義・設立状況
第３章「地方公社と第３セクターの定義・設立状況」においては、次のような視点よ
り詳述している。
第３セクターに関する統計調査については、これまで旧自治省においても全国的な規
模では実施されてはいない。第３セクター研究学会や筆者らの働きかけなどが功を奏し
た結果、近年、漸く、全国的な規模で設立実態や経営実態に関する調査がなされ、設立
状況や経営実態について把握されるようになったわけである。
第３セクターに関する統計資料・データについては、従来、旧自治省が３年に１度、
全国の自治体を通じて調査された「地方公社の調べ」による地方公社の統計資料・デー
タに基づき、第３セクターについて把握・類推した上で、議論する方法しか全国的な規
模で第３セクターについて議論する方法としては他の方法はない状況であった。そのた
め、第３セクターに関する経営実態についてよく事業方法などがわからない論者が、こ
の地方公社の統計資料・データを十分に分析できずに議論する傾向が多々ある。
したがって、第３セクターに関する経営実態などの諸問題を議論するに際しては、基
本的に、この地方公社の定義およびそれに基づく設立状況の把握や分析を正確に行うと
ともに、第３セクターの定義およびその設立状況について、その類似性と相違性につい
－１０－
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て正確に捉えた上で議論する必要がある。
このような観点より、まず、「Ⅰ 地方公社の定義とその設立状況」については、地
方公社の定義および地方公社の調査対象法人について整理する必要がある。
その定義・概念を踏まえ、近年の地方公社の設立動向について、「Ⅱ 地方公社の設立
状況」を、地方公社の設立状況の推移、１９９９年（平成１１年）調査における地方公社
の設立状況および２００２年（平成１４年）調査における地方公社の設立状況より、その設
立実態について正確に把握する必要がある。
このように地方公社の設立事業分野、また商法法人の資本金や民法法人の基本財産に
ついてその出資・出捐状況などを正確に把握分析すると、巷間、マスコミなどで議論さ
れている内容とは異なる実相が浮かび上がる。
また、この「地方公社の定義」と、前章で詳解した「第３セクターの定義」について、
その類似性と相違性を明らかにすることが重要である。そのため、「Ⅲ 地方公社の定
義・調査と第３セクターの定義・調査の相違」について、体系的に整理し、詳解している。
このように、地方公社の定義・調査と第３セクターの定義・調査の相違性と類似性を
踏まえ、「Ⅳ 第３セクターの定義と設立状況」について、第３セクターの定義および
第３セクターの設立状況について、体系的に分析し、整理し、詳解している。
一般に、第３セクターの設立事業分野は、土地開発事業、あるいは観光開発やリゾー
ト開発などの事業分野が多いと認識されているが、この地方公社の統計資料・データか
ら第３セクターの設立事業分野について分析すると、２００２年（平成１４年）総務省の調査に
よれば、地方公社総数１０．１５９公社のうち最も多い業務分野は土地開発等の業務を行う開
発公社等の「地域・都市開発関係」で２，１９７法人、２１．６％に達する。このうち自治体が全
額出資している特別法人の「土地開発公社」は１，５８３法人、７２．１％（１，５８３法人／２，１９７法
人）と、その大半を占めている。
このように、土地開発などの「地域・都市開発関係」公社数が最も多いが、この「土
地開発公社」は特別法人であり、民間からは出資がないので第３セクターではないこと
がよく認識されてはいないことに留意する必要がある。次いで多い順にあげると、「観
光・レジャー関係」は１，４８４法人、１４．６％、「農林水産関係」は１，４４２法人、１４．２％、「教育・
文化関係」は１，２５０法人、１２．３％、「その他」は１，０５４法人、１０．４％である。
前回調査と比較して、今回調査ではじめて「観光・レジャー関係」が「農林水産関係」
を超えたことは特筆に値する。前回調査までは、「農林水産関係」の方が「観光・レ
ジャー関係」を上回っていたことは、ほとんど認識されてはいないのが現状である。
総務省における「地方公社の調べ」および「第三セクター等の状況に関する調査」（２００３
年３月２７日に調査結果の概要が発表される。第８章に詳述している）では、種々のデー
タ分析が不足しているため、これら事業分野と法人形態および出資状況との関係性など
について詳細に把握分析することができないが、いずれにしても、このように、第３セ
クターの経営実態は、巷間、マスコミ報道など人口に膾炙されている第３セクターに対
する認識とは、相当異なる点にまず留意する必要がある。
２００２年（平成１４年）調査時における第３セクターの設立状況について、地方公社総数
１０，１５９公社より推計すると、①特別法人である法定三公社は１，６８３法人、民法法人は
４，７６９公社、商法法人は３，７０７法人のうち、②単独または複数の自治体が１００％全額出捐・
出資している自治体出資法人（特別法人１，６８３法人および民法法人２，３２５法人、商法法人
１３３法人）の合計４，１４１法人を除く、残りの法人（商法法人＋民法法人）である。した
がって、２００２年調査時の全国の第３セクターの設立総数は、地方公社総数１０，１５９公社の
うち６，０１８法人、５９．２％に達すると推計される。
このように、自治体の出捐・出資法人における商法法人は３，７０７公社あるが、このうち
民間企業等からの出資を得て設立された第３セクターは３，５７４法人、第３セクター化率
は９６．４％に達し、極めて高い割合を示していることがわかる。一方、民法法人は４，７６９法
人あるが、このうち民間企業等からの出捐を得て設立された第３セクターは２，４４４法人で、
第３セクター化率は５１．２％と過半数の５０％を超えている。
一般に、自治体が出資法人を設立するに際し、商法法人形態の出資法人を設立する場
合には、民間企業等からの出資を得て設立される第３セクター方式を採用するケースが
極めて多いといえるが、公益法人である民法法人形態により法人を設立する場合におい
ても、第３セクター方式が採用されるケースが多いことは注目すべき点である。
ちなみに、近年、筆者は、自治体の「出資法人」という概念を用いている。
この名称を用いる理由については、第３セクターの定義・概念が論者やマスコミなど
で異なることからそれらとの混乱を避ける意味もある。また民間からの出資比率の問題
などが相俟って議論が複雑になる可能性がある。このように、民間からの出資・出捐が
あるか否かに係わらず、自治体が１００％出資・出捐して設立した財団法人などの法人を
含め、出資法人の経営実態分析およびその評価など経営の健全性について議論するとい
う意味である。特別法人の土地開発公社や住宅供給公社などは、元来、民間からの出資
はない。第３セクターの経営実態問題を議論する場合には、これらの法人がその議論か
ら抜け落ちることを防ぐ意味があることによる。
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第４章　アーネ・ボンフェナールの「わが国の第３セクター研究」
第４章「アーネ・ボンフェナールの『わが国の第３セクター研究』」においては、次の
ような視点より論述している。
まず、「Ⅰ 世界各国における民営化の潮流と公民協力連携」においては、次のような
観点、すなわち、世界各国の民営化の動向、民営化の概念、欧米諸国における公
民連携（ＰＰＰ）方式の動向について、詳述している。
このような動向を踏まえ、「Ⅱ ボンフェナールの「公民連携」概念とわが国のＰＰＰ・
第３セクター研究の成果」においては、ボンフェナールが、わが国の代表的なＰＰＰ（Ｐｕ
ｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）である第３セクターについて、経営実態分析など多くの研究調
査事例を踏まえてとりまとめられた研究著書である、Ａrne Ｂｏｎｇｅｎａａｒ（２００１）
	
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，	
と題する著書（博士学位論
文）について、その研究成果の趣旨を要約、論述している。
ボンフェナールは、同書において、ＰＰＰ（Ｐｕｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）およびわが国
の第３セクター研究について、種々の観点より、体系的に研究を行っている。
特に、次のような観点より、体系的に詳述している。
まず、「英米、ドイツ、日本における経済モデルの比較と企業統治」については、英
米、ドイツ、日本における経済モデルの比較と企業統治の観点より、①資本主義モデル
の相違、②評価軸としての企業統治、③日本モデルの特徴の観点より詳述している。
次に、「「公民連携」の定義」については、「公民連携」の定義について、①公民連
携の状況、②公民連携の形成、③公民協力連携の定義、④公民協力連携の議論において
考慮すべき点、⑤利益の範囲の検討視点の観点より詳述している。
また、「わが国の公民連携・第３セクターの研究」については、わが国の公民連携・
第３セクターの研究について、①日本における国土開発の経緯、②日本における公民協
力連携の概要、③第３セクターの分析とその事例研究の観点より詳述している。
さらに、「研究結果より得られた成果と今後の展望」については、研究結果より得ら
れた成果と今後の展望について、①事例研究にみる分析結果、②大規模プロジェクトに
おける２段階の政治的な意思決定、③公共主導プロジェクトにおける民間部門の関わり
合い方④日本における公民連携の今後の展望の観点より詳述している。
このように、わが国の第３セクターについて種々の観点より、事例研究を踏まえて経
営実態分析を行った「ボンフェナールの研究成果とその評価」について、ボンフェナー
ルの研究成果は、わが国の第３セクターの特長点を把握すると同時に、その問題点と課
題の整理分析を踏まえ、今後の在り方について言及している点が高く評価される。
地方公社と第３セクターの関係性や設立状況についての理解などの点に関して若干の
誤解がみられる箇所もみられるが、この点はわが国の研究者・論者においても大きな誤
解があることを考慮すれば致し方ないことと容認される。
ボンフェナールが強く認識されているように、２１世紀は、公民協力連携（ＰＰＰ）方式が
本格的に導入されると考えられるが、事業目的や事業内容によって、公民協力連携の方
法や形態について、種々の観点より検討する必要がある。
とりわけ、ボンフェナールが指摘している、次のような観点、すなわち、民間部門に
対する明確な動機づけ、公共部門と民間部門による利害関係の調整、公共部門と民間部
門の役割分担・機能分担の明確化、費用のかかるプロジェクトの厳密な費用・便益分析
の実施などが十分に行なわれる必要があることは当然のことである。
このように、わが国のＰＰＰ（Ｐｕｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）および第３セクターに関す
る研究について、体系的に経営実態研究をされたことは高く評価されるものである。
第５章　複合多機能型公共施設の整備と第３セクター
第５章「複合多機能型公共施設の整備を推進する第３セクターの事例分析」においては、
次のような視点、すなわち、地域活性化および中心市街地再開発事業を推進する第３セ
クターの事例について、次のような代表的な事例の経営実態について分析考察している。
「Ⅰ 複合多機能公共公益施設を管理運営する岐阜県白川町の３公社・第３セクター」
については、①「美濃白川クオーレふれあいの里」、②道の駅・美濃白川ふるさと館「ピ
アチェーレ」、③温泉利活用施設「スポーツ・スパランド」の３つの事業について、「施
設整備の経緯や第３セクターの設立経緯」「施設概要・施設整備費・財源内訳」「管理運
営方法」「経営状況」の観点から、経営実態や問題点・課題について分析考察している。
「Ⅱ 温泉・プール・図書室・多目的ホール・ディケアセンター等複合多機能公共公
益施設「四季の館」を管理運営する北海道鵡川町・㈱果夢工房」については、次のよう
な観点、すなわち、施設整備の経緯と第３セクターの設立、施設概要・施設整備費・
財源内訳、施設管理会社の概要、施設管理方法の特徴、経営状況の観点から、経
営実態や問題点・課題について分析考察している。
「Ⅲ 工場跡地に整備された大規模な公共公益施設と民間商業利便性施設の複合多機
能施設整備事例―埼玉県越谷市・越谷コミュニティプラザ―」については、次のような
観点、すなわち、越谷「サンシティ」の事業化の成功がもたらした影響、計画の背
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景と第３セクター設立の経緯、施設概要と施設規模、事業化手法の特長、経営状
況の観点から、経営実態や問題点・課題について分析考察している。
「Ⅳ 中心市街地再開発における公共公益民間商業利便性施設の複合多機能施設整備
事例―山形県山形市・七日町再開発ビル―」については、次のような観点、すなわち、
山形市中心市街地活性化計画策定の背景と事業概要、再開発ビル会社の設立と施設
概要、事業の特長と施設の特長、経営状況と今後の課題の観点から、経営実態や問
題点・課題について分析考察している。
「Ⅴ 公共施設と民間施設（市立外国語専門学校と民間健康増進施設・商業施設等）を
併設した複合多機能施設整備事例―富山県富山市・富山市民プラザ―」については、次
のような観点、すなわち、事業化の経緯、施設の特徴、事業化の特長の観点から、
経営実態や問題点・課題について分析考察している。
「Ⅵ 地域活性化・地域振興を図る中核的公共公益複合多機能施設コミュニティ・
ショッピング・住宅）整備事例―新潟県中里村・中里村地域開発―」については、次の
ような観点、すなわち、事業化の背景と第３セクター会社設立の経緯、施設概要・
施設整備費・資金調達方法経営・運営概況と地域への波及効果、問題点と課題、
今後の方向と展望の観点から、経営実態や問題点・課題について分析考察している。
第６章　第３セクター方式の新たなタイプの出現
第６章「第３セクター方式の新たなタイプの出現」においては、次のような視点、す
なわち、「公益法人型」の公社・第３セクターおよび「公私協力方式」「公民連携」の事
例について、代表的な事例によりその経営実態について分析考察している。次の事例の
うち前者の三者は、「公益法人型」の公社・第３セクターの事例である。いずれも、法人
形態は財団法人により設立されたもので、地域産業振興や地域産業育成、あるいは地域
活性化を推進する上で重要な事業主体であると認識されて設立されたものである。
新潟産業大学および新潟工科大学の両大学は、新潟県柏崎市に所在する私立大学であ
る。いずれも、地域の強い要請により設立された大学である。新潟産業大学は前身の柏
専学院新潟短期大学が４年制大学に改組され、昭和６３年４月１日柏専学院新潟産業大学
経済学部が開学し、次いで人文学部が開設された。新潟産業大学附属高校は短大以来設
置されている。大学開学・開設時には、新潟県および柏崎市等周辺自治体より寄付金の
交付を受けている。
一方、新潟工科大学は、まず設立同盟会が結成され、この同盟会を中心に、その後財
団法人新潟工科大学設立準備財団が設立され、この財団を母体に、平成７年４月１日学
校法人新潟工科大学が開学した。この当初の設立準備財団を設立した際には、新潟県、
市町村からの寄付金交付に加え、多数の同盟会会員企業や県内の企業・個人からの寄付
金を受けて設立された。その意味では、第３セクター方式による大学の開設であるとい
えよう。
また、１００人の市民の出資をえて設立された「まちづくり会社」山湊（さんそう）は、
市民と新城市の出資による市民参画型の新しいタイプの市民連携方の第３セクターであ
る。
「Ⅰ 財団法人信濃川テクノポリス開発機構」については、次のような観点、すなわち、
テクノポリス財団設立の背景と事業化の特長、事業概要と施設概要、経営・運営
状況と地域への波及効果問題点と課題、今後の方向性と展望の観点より、その経営
実態や問題点・課題について分析考察している。
「Ⅱ 財団法人十日町地域地場産業振興センター」については、次のような観点、すな
わち、設立の経緯と事業化の特長財団の概要と施設概要、経営・運営概況と地域
への事業波及効果、問題点と課題、今後の方向と展望の観点より、その経営実態や
問題点・課題について分析考察している。
「Ⅲ 財団法人新潟観光コンベンション協会」については、次のような観点、すなわち、
第３セクター方式の採用と財団設立の特長、事業概要と財団の概要、地域への波
及効果と自治体・民間企業等との関わり、問題点と課題、今後の方向と展望につい
て、経営実態や問題点・課題について分析考察している。
「Ⅳ 新潟産業大学」については、次のような観点、すなわち、柏崎学園ゾーンと大
学設立の経緯、新潟産業大学のカリキュラムの特徴と生状況、施設概要と大学概況、
地域への波及効果と自治体・企業との関わり、問題点と課題、今後の方向と展望
について、経営実態や問題点・課題について分析考察している。
「Ⅴ 新潟工科大学」については、次のような観点、すなわち、大学設立の経緯と特
徴、新潟工科大学の概要、施設概要と大学概況、地域への波及効果と自治体・企
業との関わり、問題点と課題、今後の方向と展望について、経営実態や問題点・課
題について分析考察している。
「Ⅵ 市民１００人の出資による「まちづくり会社」事例―愛知県新城市㈱・山湊（さん
そう）―）」については、次のような観点、すなわち、会社設立の目的と意義、会社
概要について、経営実態や問題点・課題について分析考察している。
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第７章　第３セクターの解散と経営再建
第７章「第３セクターの解散と経営再建」においては、経営破綻により解散した第３
セクターと事業再生した第３セクターについて、次のような代表的な事例よりその経営
実態について分析し考察している。次の事例のうち前者の２社は、経営危機に陥り経営
破綻して事業を中止し、法人を解散した事例である。また後者の２社は、経営危機に
陥った事業を再建させ、事業を再構築し経営再建途上にある事例である。
「Ⅰ 経営破綻により事業中止した新潟県長岡市・長岡スペ－スネオトピア」の事例に
ついては、次のような観点、すなわち、計画の経緯と建設計画の断念、事業の発端
と事業中止の経緯と破綻の要因、事業中止後の対応措置、周辺計画との関係、問
題点・課題と今後の対応措置の観点より、その経営実態や問題点・課題について分析考
察している。
「Ⅱ 経営破綻し特別清算した山口県下関市・日韓観光高速船に対する補助金交付訴
訟事件」の事例については、次のような観点、すなわち、山口県下関市の「日韓高速
船」補助金訴訟の第一審判決の概要、第３セクター設立の経過と住民監査請求の経緯、
訴訟における両者の主張とその根拠、両者の争点に対する裁判所の判断、判決に
みる今後の課題の観点より、その経営実態や問題点・課題について分析考察している。
「Ⅲ 経営危機に瀕した旧会社を一度解散し、民間企業主導により事業再建した三重県
紀伊長島町・紀伊長島レクリェーション都市開発の事例」については、次のような観点、
すなわち、レクリェーション都市整備構想と第３セクターの設立、累積赤字の増大
により旧会社の清算・解散と新会社による再出発、事業概要と会社概要、経営状況
の好転と今後の事業計画予定、孫太郎オートキャンプ場施設整備の特徴の観点より、
その経営実態や問題点・課題について分析考察している。
「Ⅳ 経営危機の第３セクターを自治体主導により再建する新潟県新潟市・新潟ふる
さと村の事例」については、次のような観点、すなわち、事業化の経緯、事業概要・
施設概要、会社概要と経営運営概況、地域への事業波及効果と自治体および民間企
業との関係、問題点と課題、今後の方向と展望の観点より、経営実態や問題点・課
題について分析考察している。
第８章　経営実態調査結果の検討と今後の在り方
第８章「第３セクターの経営実態結果の検討と今後の在り方」においては、出井研究
室調査および総務省調査における調査内容を中心に、経営実態分析し考察している。
まず、「Ⅰ 経営実態調査（出井研究室調査）にみる問題点と今後の在り方」において
は、自治体の出捐・出資により設立された出資法人である「地方公社・第３セクター」
は、公共サービスの提供者として一定の役割を果たしてきたが、第３セクター方式はさ
まざまな形態があり、その事業内容や事業形態は多種多様である。これら多様な事業展
開などの経営実態調査研究については、筆者の論文を除けばほとんど例がないので、第
３セクターの経営実態をまず正確に把握する必要があることを指摘している。
この第３セクターの経営実態調査は、１９９７年度（平成９年度）新潟産業大学付属研究所
研究部会の研究費交付を受けて、自治体出資法人（第３セクターなど）の問題点や課題
を明らかにすると同時に、今後の経営の方向や在り方について検討することを目的に、
第３セクターなど自治体出資の法人設立の現状と経営実態を把握するために経営実態調
査研究が実施されものである。
調査対象は、本学が所在する新潟県内の自治体出資法人と対象法人は地域的に限定
されたものであるが、第３セクター経営に関して本格的な体系的に詳細に実施された経
営実態調査としては、わが国ではじめてなされたものである。調査票の主な設問項目
は、「法人の設立企画段階」から「法人の運営管理」「法人の経営状況」「法人の資金調
達」「住民への情報公開」など、多角的な観点より経営実態を把握している。設問項目は、
１０分野テーマを中心に１０２項目の多岐にわたる内容である。
この調査結果については、調査結果の概要と回答結果にみる問題点・課題として、
次のような観点、すなわち、①法人（公益法人および商法法人）の概要、②法人（民法
法人・商法法人）設立の企画立案段階、③法人設立の目的達成状況、④事業の公益性と
収益性のバランス、⑤経営収支状況・採算性および資金調達の状況、⑥経営管理、人事
管理および職員等の出向・派遣の状況、⑦法人への支援・法人への関与・支援の状況、
⑧経営情報等の情報公開と情報交換等の必要性、⑨今後の事業展開、⑩今後の法人のあ
るべき方向・展望の観点より、その経営実態や問題点・課題について分析考察している。
この結果を踏まえ、調査結果にみる第３セクターの在り方と今後の課題を詳述してい
る。
ちなみに、筆者が行った第３セクターに関する経営実態調査研究が触発され契機とな
り、その後、旧自治省および現総務省において、第３セクターの経営実態調査が実施さ
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れ公表されることになったといっても過言ではないといえよう。
「Ⅱ 経営実態調査（総務省調査）にみる問題点と今後の在り方」においては、総務省
における第３セクターに関する経営実態調査の調査結果について、次のような観点、す
なわち、第３セクターに関する調査、調査結果に見る第３セクターの設立状況、
第３セクターの経営状況、財政的支援の状況、第３セクターの情報公開の取り組み
と経営の点検評価、第３セクター等の統廃合などの状況、第３セクターの調査の在
り方と今後の対応の観点より、その経営実態や問題点・課題について分析し考察してい
る。
第９章　第３セクターの設立運営に関する基本問題の検討と今後の在り方
第９章「第３セクターの設立運営に関する基本問題の検討と今後の在り方」においては、
筆者が実態調査など研究調査した事例や資料収集した多くの事例分析を踏まえ、第３セ
クターの設立運営課題について、次のような観点より分析し考察している。
まず、「Ⅰ 第３セクターの成功事例・成功要因と失敗事例・失敗要因」においては、
第３セクターの成功事例とその要因、第３セクターの失敗事例とその要因を分析し
た上で、経営実態分析事例にみる成功タイプと失敗タイプの類型化について詳述して
いる。
次いで、「Ⅱ 第３セクターの設立・運営に関する基本的事項」においては、次の観点、
すなわち、第３セクターの設立・運営に内在する問題、「第３セクター問題」の問
題について、体系的に分析し詳述している。多くの経営実態分析を踏まえ、第３セク
ター事業における成功するタイプと失敗するタイプに類型化して、その要因について分
析考察している。
また、「Ⅲ 第３セクターを設立する際に事前に検討すべき基本的事項」においては、
次のような観点、すなわち、自治体・第３セクター・金融機関の三者間の基本的な関
連性、法人を設立する際に事前に検討すべき基本的事項、法人設立における基本的
な検討課題、法人設立において事前に検討すべき基本的検討事項、自治体・法律等
の観点からの関与の在り方、経営・採算性の視点からの検討事項、公社・第３セク
ター経営に関わる諸課題について、体系的に考察している。
なぜ、第３セクターは失敗するのか。第３セクター事業を成功させるためには、基本
的にどのような事項について検討しなければならないのか。法人を設立する際に検討し
なければならない事項や課題とは何か。事業運営に際しての基本的に検討しなければな
らない事項とは何か。また、自治体の政策や法律的な観点からの関与の仕方についての
留意点とは。また、経営採算性の視点からどのような点について検討しなければならな
いのか。これらについての基本的な事項の検討が十分になされていないため、第３セク
ターは経営危機や経営破綻に陥るのであるといっても過言ではない。
安易に設立された法人による、経営意識の低い経営者の下で事業展開を余儀なくされ
る事業であれば、第３セクターであると否とに係わらず、経営危機に陥ることは火を見
るより明らかであることは改めていうまでもないといえよう。いずれにしても、十分な
事前の検討と情報公開が必要であることは、論を待たない。そのような観点から、これ
ら第３セクターの経営に関する検討事項について考察している。
さらに、「Ⅳ 公共公益施設管理運営組織の設立・運営の基本的な検討プロセス」におい
ては、１９９１年当時、岡山県において大規模なスポーツ運動公園を管理運営する管理財団
の設立が検討されていたが、この財団設立の検討プロセスについて論述している。
今後の第３セクターなど自治体出資法人における経営実態分析や経営改善などの参考
に供するため、財団法人の基本的な設立運営に関する分析検討事項として筆者が提案し
た内容・分析事項について、公益法人の設立運営事例として、次のような観点、すなわち、
管理運営組織の在り方の検討、管理運営方法の主な検討事項、財団法人設立の趣
旨と設立目的、主な事業内容の検討、事業内容の構成と資金調達の方法、財団法
人の設立・運営にあたっての今後の課題と留意点について、体系的に考察している。
第１０章　第３セクターの事業評価に関する基本問題の検討と今後の在り方
第１０章「第３セクターの事業評価に関する基本問題の検討と今後の在り方」においては、
筆者が実態調査など研究調査した事例や資料収集した多くの事例分析を踏まえ、第３セ
クターの設立運営課題において最も重要な視点である、「事業評価・経営評価」について、
次のような観点より分析し考察している。
まず、「Ⅰ 事業評価方法・経営評価方法の視点と先進自治体の事例」について、先進
事例として、神奈川県の分析・評価体系、東京都の監理団体の経営分析・評価体系、
宮城県の「公社等」の経営分析・評価体系、秋田県の「第三セクター検討委員会」
の経営分析・評価体系の事例について、体系的に詳述している。
次に、「Ⅱ 第３セクターの事業評価・経営評価方法」においては、次のような観点、
すなわち、第３セクターの事業評価方法の検討、第３セクター事業の経営評価方法
について、体系的に考察している。第３セクター事業の経営評価を行う場合には、次の
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４つの視点、すなわち、①社会的な評価の視点からの検証《社会的効用と事業的（経営
的）効用の観点より検討》、②経済的評価の視点からの検証《経済的効用と非経済的効用
の観点より検討》、③波及的評価の視点からの検証《直接的効用と間接的・派生的効用の
観点より検討》、④事業性格的評価の視点からの検証《公益性と収益性の観点より検討》
について、それぞれ検証を行う必要があるので、この評価方法を体系的に考察している。
これらの「社会的効用」「経済的効用」「直接的効用」「公益性と収益性」については、
それぞれプラス面とマイナス面が同時に内在していることを踏まえ、「事業的・経営的
効用の大きさおよび社会的効用の大きさ」の２つの観点を軸に、「波及的効用および事業
性格的効用」の観点より、それぞれの評価項目の具体的な事項・内容を体系化し摸式図
化している。
したがって、自治体が出資法人を設立するに際しては、このような観点から数値化や
数量化を図るなど、地域住民等に対しアカウタビリティ（説明責任）に努める必要があ
ること、また基本的にどのような財・サービスの提供をする法人や団体を設立するのか
については、①財・サービスの直接的提供、②財・サービスの間接的提供、③財・サー
ビスの直接的および間接的提供の３つの観点より検証する必要があることを指摘し詳述
している。
また、「Ⅲ 第３セクターの評価の視点と事業評価・経営評価」においては、次のよう
な観点、すなわち、事業体の経営評価の視点、事業体の経営評価・財務評価体系に
ついて、体系的に分析し考察している。
第３セクター事業の経営評価をする場合には、基本的に、①外部環境的な視点、②内
部環境的な視点、③定性的な視点、④定量性的な視点の４つ観点より事業内容や事業形
態の有効性、妥当性、適合性等について検討する必要がある点を指摘し詳述している。
また第３セクターの法人の経営評価指標については、基本的に、①経営健全化診断指
数、②経営破綻診断指数、③経営安定化診断指数の３つの指数の視点から経営数値の分
析を行うことが重要であること、また同時に基本的に、「商法法人」および「民法法人」
の２つの法人グループに大別した上で、各々の法人形態別に経営診断指標を検討する必
要があることを詳述し、その経営診断指標について試案を提言している。
さらに、「Ⅳ 第３セクターの経営診断指標の作成」については、次のような観点、
基礎的データの収集、経営評価について体系的に詳述している。地方公社・第３セク
ター事業の経営診断には基礎的な資料や情報が不可欠であるため、その基礎データの入
手により、法人の経営分析、経営診断、経営評価を行う必要があることを論述している。
第１１章　第３セクターの法的・民主的統制に関する基本問題の検討と今後
の在り方
第１１章「第３セクターの法的・民主的統制に関する基本問題の検討と今後の在り方」
においては、法律的な観点、経営採算性の観点、公的支援の観点、債務保証など補償契
約の観点、職員派遣の観点、経営情報など情報公開の観点、議会等の民主的統制の観点
より第３セクター問題について考察している。
「Ⅰ 法律的・政策的な観点からみた問題と在り方」については、わが国の給付行政
サービスとサービス提供事業主体、公の施設の複合・多機能化と施設の管理運営問題、
行政サービスの効率性の問題と行政サービス提供の在り方の問題の観点より考察して
いる。
「Ⅱ 事業展開・経営採算性の観点からみた問題と在り方」については、第３セク
ターの法人設立形態の課題、厳しい経営を余儀なくされる第３セクター、第３セク
ター設立に際する安易な便法の観点より、考察している。
「Ⅲ 公的支援措置および支援措置の観点からみた問題と在り方」については、一般に、
地方公社・第３セクターに対する自治体による支援措置として、①事業経営に直接的に
支援する方法、②金融的・補助的に支援する方法、③法人の信用力を補完的に支援する
方法の３つの支援方法があげられるが、極論すれば、これらの公的支援方法の問題のす
べて、すなわち第３セクターの設立時の出捐・出資の在り方から種々の公的支援措置の
方法に至るまで広範な事項が問題とされる場合もある。中には、住民監査請求や住民訴
訟が濫用される場合もあろうが、自治体政策の裁量範囲に警鐘を鳴らすものと厳しく捉
える必要があることを詳述している。「安易に」「杜撰に」「経営採算性の意識の乏しい」
「単なる模倣」によって設立された第３セクターは、経営危機や事業破綻を招く傾向が
ある。これらの厳しい批判に謙虚に耳を傾け慎重に対応する必要があることについて警
鐘を鳴らしている。
「Ⅳ 債務保証・損失補償契約の観点からみた問題と在り方」については、第３セク
ターが金融機関等から融資を受ける際に、「債務保証」「損失補償」などを、市町村長な
どが個人の資格または行政機関の役職名で行われるケースが散見される。これら「債務
保証」「損失補償」などの文書をめぐり、「自治体の債務の存在の有無等」が自治体と第
３セクターまた金融機関やゼネコンなど建設事業者との間で係争問題が発生する事態が
懸念される。「債務保証」と「損失補償」の基本的な相違点を認識する必要があると、
「債務保証」と「損失補償」の基本的な相違について整理詳述するとともに、事例を踏
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まえ、自治体が「債務保証」や「損失補償」をした際の問題点・課題について考察して
いる。
「Ⅴ 職員派遣等に関する職員身分の観点からみた問題と在り方」については、自治体
が出捐・出資した第３セクターに対し、自治体の職員を派遣する方法には、基本的に、
①退職派遣、②休職派遣、③職務専念義務免除、④職務命令の４つのケースに分けられ
るが、この４つの方法は、現職の職員を派遣する方法としては、元来、第３セクターに
対し自治体職員の派遣を想定して設けられた制度ではない。したがって、第３セクター
へ職員を派遣する方法としては、このいずれの場合も問題点・課題を整理し、認識した
上で対処する必要があることを指摘し考察している。
「Ⅵ 経営情報公開・情報開示の観点からみた問題と在り方」については、自治出資法
人である第３セクターは、土地開発公社などの特別法人を除くと、一般に、①民法法人
に基づく財団法人と、②商法法人に基づく株式会社形態の法人・団体である。これらの
民法法人や商法法人は、それぞれ民法あるいは商法の規定に基づき株主等の権利が明示
される。また地方自治法には、自治体の出資法人は出資比率に応じて自治体の首長や議
会に対し、経営状況の報告義務や監査委員の監査を受けることが明示されているが、実
際には、地方自治法の出資比率の権能を逆手にとって経営情報の公開や情報開示を回避、
あるいは拒否するケースが散見される。これは民主的統制を妨げる観点から問題である
との批判がある。
ちなみに、１９９７年度（平成９年度）出井研究室で実施した新潟県内全自治体の悉皆調査
による「出資法人の経営実態調査」においても、「第３セクターの経営当事者側における
経営開示の必要性や経営開示に対する認識は極めて低い」という調査結果があるが、こ
れらの批判を裏づけるものである。
今日、自治体や民間企業では、「情報公開・開示（ディスクロージャー）」が社会的責
務であると認識されている。とりわけ、経営情報等を不開示のままに、経営危機や経営
破綻が生じた場合は、関係者は個人的に経営責務を負う事態の懸念が指摘される。
地方分権が推進されるに伴い、第３セクターの経営責任は、①自治体（地域政策の観
点からの責任）、②民間企業（出資や経営の観点からの責任）、③地域住民（主権者の民
意の反映の観点からの責任）の三者三様の観点より、それぞれの責任を明らかにする必
要があることを指摘している。
「Ⅶ 議会等の民主的統制の観点からみた問題と在り方」については、第３セクターに
対する民主的統制は地方自治法に、執行機関である首長に対する報告義務としては「予
算の執行に関する長の調査権等」（地方自治法第２２１条の３）、議会に対する「財政状況の
報告」（地方自治法第２４３条の三の３）、「監査委員による監査」（地方自治法第１９９条の７）
などのチェックや統制が代表的なものとして明記されている（第９章の図表９－６「出
資比率と自治体の関与」参照）が、実際にはこのチェック機能が形骸化しているのが実
態であると指摘するとともに、地方分権の推進（地方主権の推進）に伴い、一層自治体
の責務の自覚・覚悟が必要とされる中で、自治体の財政運営の在り方が厳しく問われて
いることを再認識すべきであることを指摘している。その意味でも、住民自治の観点か
ら、第３セクターに対し民主的な統制方法を担保する保証が必要であると指摘している。
第１２章　第３セクターに対する行政府・立法府の対応
第１２章「第３セクターに対する行政府・立法府の対応」においては、次のように、「行
政府の対応として旧自治省の対応」および「立法府の対応として参議院事務局旧地方行
政・警察委員会調査室の対応」の観点より詳述している。
１９９９年（平成１２年）５月２０日、旧自治大臣官房総務審議官より、「第三セクターに関
する指針について」と題する、いわゆる第３セクターの設立運営に関する指導指針が各
都道府県知事・各指定都市市長宛てに通達され、同時に各都道府県内の各市町村に対し、
指針の周知徹底が要請された。
周知のように、近年、第３セクターへの公務員派遣、公的支援・補助などに対し、住
民監査請求、住民訴訟が各地で提起されているほか、第３セクターの経営破綻に際し巨
額な債務が突然明らかになるなど、自治体の行財政運営上看過できない問題が表面化し
てきたが、このような事態を重視した旧自治省では、第３セクターの設立運営の留意点、
公的支援方法の留意点、経営情報等情報開示の在り方、経営診断方法、運営の指導監督
の留意点、第３セクターに対する自治体の対応の在り方など、自治体と第３セクターの
両者間の健全な関係を維持・発展するため、具体的で実効性のある指導指針の作成の必
要性に迫られていたわけである。
この指針作成にあたっては、１９９８年（平成１１年）８月、旧自治大臣官房地域政策室に
「第３セクターに関する研究会」が設置され、大所高所から第３セクターに関する諸問
題が種々議論され、『地方公共団体等への第三セクターのへの関わりのあり方に関する
報告書』（１９９９年３月）にとりまとめられた。この報告書を基礎に、旧自治大臣官房地域
政策室で「第三セクターに関する指針」が作成された。
一方、この研究会の発足に先立ち、１９９８年（平成１１年）５月に、旧自治省関連団体の財
団法人自治総合センターに、「第３セクターに関する検討委員会」が設置され、経営実態
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に関して種々の観点より議論検討され、『第３セクターに関する調査研究報告書』にとり
まとめられた。
他方、１９９８年（平成１１年）８月には、当時の立法府参議院事務局「地方行政・警察委員
会調査室」を中心に、関係５調査室合同による「第３セクター研究委員会」が設置され、立
法府の調査室の問題意識と今後の立法化の視点より第３セクター問題が議論・検討され
た。
このように、行政府のみならず立法府関係機関においても、地方分権推進に際して地
方公社・第３セクター問題は、看過することができない緊喫の重要問題であると強く認
識され、研究会や調査委員会などが設置されたわけである。
このような経緯を踏まえ、「Ⅰ 第３セクターに対する行政府の対応」においては、
旧自治省の「第３セクターに関する指針」通達、「指針」で示された主な事項、
「指針」で示された特筆すべき点の観点より詳述している。
また、「Ⅱ 立法府における公社・第３セクター問題の議論とその認識」においては、
第３セクター問題をめぐる立法府の動向―第１２３回国会以降の審議―、参議院事務
局（地方行政・警察委員会）調査室の「第３セクター研究会」設置、「第３セクター
研究会」の調査研究報告書の概要、参議院事務局調査室の認識と経営実態調査の実施、
第３セクターの法制化問題の観点より詳述している。
第１３章　結び
―第３セクター・公民連携の新潮流と今後の地域政策の在り方―
第１３章「結び―第３セクター・公民連携の新潮流と今後の地域政策の在り方―」にお
いては、次のような観点、すなわち、①社会資本整備の考え方の変遷、②市民参画型社
会における公民連携の新たな潮流―ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第３セクターによる
公民連携・協働の視点―、③市民参画型の第３セクター「ジョイントセクター」方式の
展開方向、④公私協力・公民連携の新たな潮流、⑤ＰＦＩ（Ｐｒｉｖａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ）方
式とその展開方向、⑥ＮＰＯ（Ｎｏｎｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）方式とその展開方向、⑦基金方
式とその展開方向、⑧公益信託方式とその展開方向、⑨都市・地域・まちづくりトラス
ト方式とその展開方向、⑩都市・地域政策における公民連携・公民協働の課題と今後の
政策研究方向の観点より、その方向性について体系的に考察している。
「Ⅰ 社会資本整備の考え方の変遷」では、社会資本整備の考え方の変容と公共公益
施設複合化多機能化の進展、複合多機能型公共公益施設の捉え方と「複合」「連携」の
概念、複合型公共施設の新しい視点と複合化のタイプ、複合型公共施設の新しい視
点と複合化のタイプ、複合化・連携化のメリットとデメリット、公有地における事
業開発手法と有効活用例、複合多機能型公共公益施設の整備手法と事業事例を踏まえ
考察している。
「Ⅱ 市民参画型の第３セクター『ジョイントセクター』方式の展開方向」については、
第３セクターの新たな展開方向、市民参画型の第３セクタ 「ージョイントセクター」
方式の展開方向、第３セクターの今後の展開方向について詳述している。
「Ⅲ 市民参画型社会における公民連携の新たな潮流」では、今後の方向性について考
察し言及している。
「Ⅳ 今後の地域政策の在り方」では、９都市・地域・まちづくりトラスト方式とそ
の展開方向都市・地域政策における公民連携・公民協働の課題と今後の政策研究方向
について、課題と今後の政策研究方向について論述している。
なお、前述したように、本論文執筆の契機となった前著『都市・地域政策と公民連携・
協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第３セクターの研究―』における「序章　
問題の所在と研究目的」には、次のように同書の内容を明記している。詳細については、
同書を参照されたい。
序章　問題の所在と研究目的
１　自治体の都市・地域政策と地域公共財・サービスの提供
近年自治体に対する行財政需要の特徴をみると、多様化・高質化する傾向にある。自
治体に要請される事業・業務・サービス提供の性格を鑑みると、従来みられたような
「地方公営企業法」に基づくガス、水道、病院、交通などに代表される住民生活の基礎
的・日常的サービスの提供は、一定水準で充足されたことに伴い、図書館・コミュニ
ティホールにレストランなどを併設した例や日帰り温泉保養施設とディケアセンターな
どを併設した例などにみられるように、健康・保健・福祉・コミュニティ活動・社会活
動などの支援や促進を図る目的で、「複合・多機能型公共公益施設」の整備、またこれら
の「公共公益施設と民間商業施設」を一体的・計画的に整備する「公民の連携施設」の
整備など、多種多様で広範な公共公益施設整備とその施設整備に伴うサービス、すなわ
ち「地域公共財・サービス（施設の提供やサービスの提供など）」の提供が促進される傾
向にある。
一般に、都市・地域政策は、国や都道府県などの広域的調整機関との連携のもとで、
地方自治法で基礎的な団体として位置づけられている「市町村」自治体において、具体
－２６－
第３セクター論
－２７－
新潟産業大学人文学部紀要　第１７号　２００５．８
的な地域状況や地域特性が考慮され、地方自治法第２条４項に規定される「市町村基本
構想」に基づき実施される。「地域活性化対策」や「地域振興施策」など、具体的な自治
体の都市・地域政策を推進するに際し、これら施策方針の立案およびその実施にあたっ
ては、「民間企業」「各種地域団体」「地域住民」等に協力を要請すると同時に、「公民の
協力」や「公民の連携」「公民の協働」によって政策目標の達成や事業化の推進が図られ
ている。
２　公民連携事業としての第３セクター方式の増加した背景
このような背景のもと、近年、基礎的自治体である市町村の行財政運営においては、
自治体と民間企業、また都市・地域住民等との協力や公共と民間との共同出捐・共同出
資によって設立・運営される、いわゆる「第３セクター」方式と呼ばれる「公私協力」
「事業連携」「事業協働」方式による公共公益サービスの提供およびその事業化が注目さ
れてきた。
その理由については、主として、次の４つの観点、すなわち、①公共性の担保や保持、
あるいは行政補完的・行政支援的な業務など業務の性格の観点、②事業の独立性や一定
の収益性の確保、また経営の効率性の観点、③公共性と収益性の両面の特性を併せ持つ
分野の事業を推進する自立的・独立的な組織（自治体の独立行政法人）の観点、④民間
企業や民間団体、また都市・地域住民からの協力・支援連携・協働などを得るなどの観
点があげられる。
ちなみに、平成１１年１月１日現在、３年に一度実施されている旧自治大臣官房地域政
策室の「地方公社の調べ」によれば、全国の地方公社の総数は１０，１３５公社に達している。
前回の平成８年１月１日調査時の９，３４４公社に比べて７９１公社、８．５％増加している。近年、
経営危機や経営破綻などにより解散や統廃合される地方公社・第３セクターが増加して
いるといわれるが、旧自治省の地方公社の調査によれば、１９６６年調査時の地方公社総数
は４９６公社（自治体の出資比率が２５％以上の出資法人）であったが、その後調査時毎に、
著しく増加し現在に至るまで一貫して増加の一途をたどっている。
マスコミなどの報道によれば、第３セクター方式による事業はほとんどが失敗で、成
功している例はほとんどないとされる。典型的な失敗例として、「リゾート開発」「テー
マパーク」「工業開発」の例や臨海開発事業など大規模開発事業の失敗例が仰々しく喧伝
される。しかしながら、それらの失敗例を詳細に分析すると、典型的な失敗例とされる
「リゾート開発事業」「テーマパーク事業」などの事業分野における第３セクターの設立
状況は、地方公社・第３セクター事業全体からすれば、一般に認識されているほど設立
件数は少ない。また、マスコミなどの多くは、正確な調査や経営分析をせずに、第３セ
クター事業の多くは「リゾート開発」「テーマパーク」などのように失敗するケースが大
半である、との先入観により憶測のままに論評されることが多いが、不正確な論評は極
めて遺憾である。
前述の旧自治省「地方公社の調べ」には、各調査年時の地方公社・第３セクターの事
業分野の詳細な統計資料が掲載されているが、本来の経営内容や事業実態を表す業務内
容や経営状況などは残念ながら的確に把握されていない。数度の経営実態調査や数多く
の現地踏査・視察をしてきた筆者の知見によれば、自治体出資法人の第３セクターの事
業内容や業務内容は、一般に認識されているほど「リゾート開発」「テーマパーク」「大
規模開発」などの事業の例が極端に多いわけではない。とりわけ、中間山地域など条件
不利地域における自治体で設立される第３セクター事業の経営実態をみると、「公共公
益複合多機能型施設などの管理運営」「温泉施設・宿泊施設などの管理運営」「地場産業
振興センタ ・ー特産品開発・物産センター施設などの管理運営」「博物館・郷土資料館・
展示館施設などの管理運営」などのように、「公共公益施設などの管理運営」業務や「地
方鉄道（旧国鉄の特定交通線＝赤字路線の転換など）の運営」「教育・文化・民俗伝承芸
能の振興」「社会福祉の拡充」「観光・レクリェーション施設などの管理運営」事業など、
事業内容や業務内容は多種多様な事業・業務分野にわたる。
これらの第３セクター方式が増加した背景をみると、一般に市区町村などの自治体で
は、公共公益施設を整備する際の資金調達を国や都道府県からの補助金と自治体の一般
財源および起債により賄われる場合が多い。そのため、公共公益施設の整備は自治体が
行ない、その管理運営業務は自治体の直営によるよりも経費の縮減と柔軟な自主的運営
が期待できる第３セクター（自治体の出資法人で、いわゆる自治体の行政独立法人化）
を設立して、管理運営業務を委託するケースが増加してきたわけである。すなわち、施
設整備については、通常「施設整備は自治体が単独事業として実施」する。その施設整
備の財源は、一般財源と地方債（地域総合整備事業債などが適用された事業では、地方
債償還の一部は地方交付税により優遇措置される特例措置がある）を中心とした資金調
達により賄われる。このように、「整備された施設の管理運営業務を自治体より業務委
託された自治体出資の第３セクターが行う」という、いわゆる「公設民営型の第３セク
ター」と呼ばれるケースが多い。
このような「公設民営型の第３セクター」の例では、経営的に大きな失敗をしたケー
スは寡聞にして聞かない。また、これらの第３セクター事業では、一般に地域の経済団
体や民間企業等による出捐・出資や民間企業から経営ノウハウを積極的に受け入れ、自
－２８－
第３セクター論
－２９－
新潟産業大学人文学部紀要　第１７号　２００５．８
治体職員の出向・派遣などに頼ることなく（行政経費節減効果）、Ｕターン、Ｊターン、Ｉ
ターン等による民間出身を適材適所に積極的に採用・雇用する（雇用効果の創出、流失
人口の防止）などにより地域活性化や地域振興（地域物産品の購買力効果、地域生産額
の効果、交流人口の増加などによる所得効果）のシンボル的な機能や役割を果たす施設
である（イメージ効果）と評価される場合も多々ある。偏見と先入観を交えずに、実態
に即して正当に評価すべきである。
このように第３セクター事業に対する関心が高まる中で、１０数年前に、筆者が編著者
として執筆した『第３セクターの事業化と運営実態調査資料集』（綜合ユニコム、昭和６３
年９月）と平成２年１０月に上梓した『第三セクタービジネス』（日刊工業新聞社）の両著
（両著共に在庫はなく絶版である）は、第３セクターの設立の歴史的な背景から実際に
事業展開されている事業分野や企業、さらに近年の地域振興整備政策に基づいて設立さ
れた第３セクターのユニークな事例に至るまで、地域の振興や地域の活性化の観点より
とりまとめた第３セクターに関する入門書として、また同時に、民間企業側の経営の多
角戦略の一つの方向として第３セクター事業に対する捉え方の観点よりとりまとめた。
この両著は、「第３セクター研究が初めて体系的にとりまとめられた啓蒙入門書」の嚆矢
（こうし）として、また「第３セクター」に焦点をあてた一つの地域活性化・地域振興
論、地域経営・地域政策論であると多くの研究者、自治体の関係者、民間企業関係者な
どから最良の参考文献であると高く評価され、参考文献に多用されるなど、その後の第
３セクター研究に多くの影響を与えた。
この間に、中央大学経済学部金田昌司教授と筆者を中心に、都市・地域政策研究の一
環として第３セクターに関する研究を学際的、体系的、理論・実務的な観点より研究す
るため、「第３セクター研究学会」が平成５年７月１５日に中央大学駿河台記念館で設立さ
れた。学会設立以後、多彩な観点より研究活動が展開されてきたことはいうまでもない。
平成６年７月には『２１世紀を創る！第３セクター』（公職研）が、また平成１２年５月には
『地域経営の革新と創造―分権時代の地域政策と第３セクター―』（発行：透土社／発
売：丸善）と題する第３セクター研究学会編による研究書が刊行された。
３　第３セクター方式の成功と失敗
近年のバブル経済崩壊後の社会経済環境の構造変化に伴い、自治体出資の第３セク
ターも例外にもれず厳しい経営を強いられ、中には事業破綻あるいは経営赤字による法
人の解散や特別清算などに陥るケースが散見される。第３セクターがマスコミ等で取り
上げられ話題となる場合は、概ね経営破綻による法人の解散や特別清算などによる場合
が多い。マスコミなどで典型的な第３セクターの失敗例と紹介される「リゾート開発」
「テーマパーク」「工業開発や臨海開発などの大規模開発」などの第３セクター法人は、
地方公社・第３セクターの設立法人総数１０，１３５（平成１１年１月１日現在の調査、地方三
公社、財団法人など民法法人も含める）法人全体からみればごく一部でしかない。
第３セクターの典型的な失敗例としてよくあげられる「むつ小川原開発」「苫小牧東部
開発」「シーガイア」「秋田木造住宅」や東京都・大阪府の港湾開発に関連した第３セク
ターなどの大規模再開発事業は、法人全体の事業内容からみれば極めて特殊なケースで、
これらの失敗例は第３セクター全体の業務分野、事業活動からみると全く異例の事業分
野であるといっても過言ではない。全国的に詳細な経営実態調査等が行われていないた
め不明であるが、巨額な経営赤字が生じ法人の存立が直ちに危ぶまれる第３セクターの
数は、それほど多くはない。にもかかわらず、マスコミでは一部失敗例をみて、７～８
割が経営赤字である、あるいは全部ダメであると無責任に論評される。
一般に、第３セクター経営は厳しい状況にあることについては筆者も否定するもので
はないが、赤字法人の割合や経営危機・経営破綻の状態にある第３セクターはマスコミ
が不用意に煽るほど多くはない、と筆者は常々主張してきた。
ちなみに、平成１１年１２月２７日、旧自治省で初めて第３セクターの経営実態に関する調
査が全国的に実施（同年７月１日現在の調査）され、その結果概要が公表された。この
旧自治省財政局の経営実態調査によれば、次の２点があげられる。①商法法人総数は
３，４７５法人あるが、その中で「営業損失」「経常損失」「当期損失」「次期繰越損失」のい
ずれかに損失を計上している法人は２，２０４法人（全体の６３．４％）である。このうち、一般
に単年度の経営状態が赤字と呼ばれる法人、すなわち、経常損益に損失を計上している
法人は１，４３６法人（同４１．３％）、また当期損益に損失を計上している法人は１，４１７法人（同
４０．８％）にすぎない。
一方、②民法法人総数は４，９２０法人であるが、その中で「当期収支差額」「次期繰越収
支差額」「当期正味財産減少額」のいずれかに赤字を計上している法人は１，７５１法人（全
体の３５．６％）である。このうち、一般に単年度の経営状態が赤字法人と呼ばれる法人、
すなわち、当期収支差額に損失を計上している赤字法人は１，３５２法人（同２７．５％）にすぎ
ない。
第３セクターの定義は商法法人だけに限定するのか、民法法人を含めて捉えるのか、
また赤字法人とは単年度の経営状態が赤字である法人だけを指すのか、つまり経常損益
に損失を計上している法人を指すのか、あるいは累積損益に損失を計上している法人ま
でを含めて捉えるのか見解の相違はあるが、旧自治省の調査をみると、単年度の経常損
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益に損失を計上している法人、すなわち、経営赤字法人は商法法人の場合１，４１７法人、民
法法人の場合１，３５２法人と、それぞれ全体の３～４割、両者の合計を併せても赤字法人の
割合は４割にすぎない。半数にも満たないわけである（赤字法人は２，７６９法人で、全法人
８，３９５の３２．９％である）。
したがって、経営赤字法人の約半数の残り法人は、一般的な経営指標の見方からすれ
ば経営的には黒字であることは明瞭である。図らずも、これまでの筆者の推論と主張が
正しかったことが証明されたわけである。
にもかかわらず、この調査結果が公表された際のマスコミ各社の報道は、相変わらず
「第３セクターの６割は赤字である」「第３セクターの赤字の垂れ流し」などと題する見
出しの下に、公表された資料・データを十分に分析せずに、解説・論評されている。こ
れは、読者やその業務に携わる人々に多大な誤解・曲解と誤った先入観を抱かせる点で
も遺憾である。「第３セクターは大半が、あるいは半数以上が赤字である」と誤った認識
の下に、単なる先入観によって決めつけられたマスコミ報道と一部の論者の主張が独り
歩きしている。第３セクター問題が、正しく把握・理解・認識されない所以である。
なお、平成１３年１２月２１日、「第３セクターの状況に関する調査結果が総務省自治財務局
より発表されたが、前回の調査結果と同様に、２５％以上の自治体出資法人６，７９１法人のう
ち黒字法人は６５％に達する。それに対し、一般の民間企業の黒字法人の割合は９８年度
３２．７％にすぎない。
このように、この調査結果をみるかぎりでは、巷間いわれている「第３セクターはほ
とんど大半が赤字法人である」ということは、実態に当てはまらないことがよくわかる
データである。
もとより、経営的に問題がある第３セクターや法人の解散や特別清算を余儀なくされ
たケースが増加する傾向にあることは否定しない。また、経営的に安定化を図る措置と
して、出資自治体から金銭的・人的等の支援措置がされる場合もある。自治体からの支
援措置については、議会の承認が得られずに問題解決が遅れたり、また住民監査請求や
住民訴訟等が提起されるなど、補助金支出問題や現職の自治体職員の出向派遣問題が大
きな問題となっている。
このように経営的に問題が生じている第３セクターは、そもそも法人設立の計画や事
業実施計画および収支計画見通しなどが曖昧のままに、安易に設立された法人に多くみ
られる傾向である。第３セクターの経営危機については、社会経済環境の著しい変化に
伴って当初の予期せぬ事態が生じたことも経営悪化要因としてあげられるが、法人設立
の当初段階における地域政策との整合性、資金調達、事業計画、事業収支見通し、経営
赤字対策などの観点より十分に検討されないことに起因する。そのため、第３セクター
を設立運営するに際しては、経営情報の開示、経営状況の公開など、当該自治体、当該
自治体の関係者および当該自治体の住民などに対して積極的に情報公開をする必要があ
る。
４　公民連携・協働ＰＰＰの新たな潮流とＰＦＩ、ＮＰＯの台頭
このような第３セクターの失敗などに対する批判や問題点を解決する方法として、ま
た公共事業の推進方法の画期的な事業手法である都市・地域政策を推進する新たな「公
民連携・協働」（ＰＰＰ：Ｐｕｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）方式の一つとして、「ＰＦＩ」（Ｐｒｉｖａｔ
ｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ）が急速に注目されるようになった。周知のとおり、ＰＦＩ事業手法は、
イギリスやアメリカなどの欧米諸国において進められてきた事業手法で、民間資金の活
用と民間のリスク負担を前提として公共事業の効率的な推進を図るために導入された事
業手法である。
わが国のＰＦＩは、議員立法により「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進
に関する法律」として、平成１１年７月第１４５国会で可決成立し、施行された。ＰＦＩ事業は、
現在多くの自治体で事業手法および事業案件が、さまざまな観点より検討されている。
現段階では、法律が先行的に成立して施行されたため、まだ具体的な案件として実施さ
れたものは少ないが、今後は、公共事業の効率化を推進するための事業手法として期待
されている。とりわけ、一般廃棄物処理施設・家電製品などのリサイクルや資源回収型
施設・産業廃棄物のリサイクル・資源回収型施設などの施設整備や管理運営、また風
力・太陽熱・地熱などの自然現象を利用したクリーンエネルギーなどのエネルギー関連
施設整備やその管理運営など、自治体の直営事業の中でも民間との連携・協働化が必要
とされる事業分野において、典型的なＰＦＩ事業手法の適用例は増加するものと期待され
ている。
ただし、わが国のＰＦＩ事業法の導入段階で議論された中には、無条件で歓迎されない事
態も生ずる懸念がある。その一つは、景気対策にＰＦＩを活用しようとする発想で、これで
は全く趣旨が逆になる。また、国・自治体の公共側の規制緩和が進まないため、十分な
成果が上げられない場面も予想される。いくつかの試行錯誤はあろうが、国から自治体
へと地方分権の流れる方向と同様に、公共事業を推進するに際しては、民間経営的視点
からの事業推進の流れは一層加速されることには変りはない。これらのＰＦＩ事業手法に
関する文献については、参考文献にも示すとおり、ＰＦＩ法案の作成の際には、多数上梓
された。
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一方、社会福祉の充実を図る担い手や地域活性化組織として、近年急速に関心を高め
注目されている団体に「ＮＰＯ」（Ｎｏｎｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）、非営利組織がある。わが国
のＮＰＯは、議員立法により「特定非営利活動促進法」として、平成１０年１０月第１４２国会
で可決成立し、同年１２月１日施行された。現状の閉塞的な地域社会の打開方策の一つと
して注目され、各地で設立される傾向にある。ＮＰＯに対しては、自治体のみならず民間
企業側からも、今後の活動や活動特性などが注目され、事業面でもＮＰＯとの連携協力な
どが期待されている。いわば、ＮＰＯは「コミュニティ・ビジネス」「スモール・ビジネ
ス」「コミュニティ・プロジェクト」の有力なパートナーとして位置づけられる可能性が
期待されているわけである。
ただし、わが国のＮＰＯの導入段階で議論された中で、手放しで歓迎されない事態も生
ずる懸念がある。最大の問題は、ＮＰＯの財源が不安定なことである。また、ＮＰＯ法人に
対する寄付金控除が認められない問題がある。さらにＮＰＯの財源安定化に関しては、ＮＰ
Ｏを「コミュニティ・ビジネス」「スモール・ビジネス」と捉える発想が不足していると
考えられる中で、関係当事者の我田引水的な思考が強いことに対し、懸念・危惧する者
は一人筆者だけではあるまい。
ちなみに、ＮＰＯ法人は非営利法人ではあるが、公益法人と同様に収益事業の実施・遂
行は認められている。ＮＰＯの事業化に関しては、公益性と収益性（営利法人とは異なり、
構成員に利益配当はできない）とのバランスを図る点が肝要である。また、ＮＰＯ法人へ
の寄付金控除団体の認定が関係者より強く要望されているが、現段階では公益法人に対
する寄付金控除制度を超えて寄付金控除が認められる状況にあるとは考えられない（実
際に、法律の見直しに伴い、寄付金控除団体として認定されるＮＰＯは「特定公益増進法
人」に認定される公益法人と同様のレベルの公益性、公益活動が要求される。したがっ
て、この適用を受けられる可能性は公益法人と同様に、ＮＰＯ全体の１０％にも満たないと
推定される）。これらＮＰＯに関する文献については、参考文献に示したように、ＮＰＯ法案
の作成の際に多くの解説書が上梓された。その後も、ＮＰＯの活動記録など多数の文献が
上梓されている。
他方、一般にはあまり知られてはいないが、奨学金の給付、環境保全活動などに対す
る助成、まちづくり活動の支援・育成などに対する助成など、地道にこれらの諸活動を
着実に展開してきた、信託銀行を受託者として設置される「公益信託制度」がある。公
益信託制度とは、財産家・篤志家や遺産相続財産（遺言などを含め）など一定規模の資
産の提供による寄付、あるいは民間企業や自治体などから一定額の「基金」（寄付金）を
委託された資産・財産（中には追加の募金型の公益信託もある）を、委託者の趣旨や公
益目的に従って、「公益信託の基金」の運用益を助成先（受益者）の事業活動の支援に活
用（助成金の給付）する制度である。
５　公民連携の新たな視点と本書の構成
このように、自治体が都市・地域政策の目標を実現する過程において、本書は、「公民
連携・協働：Ｐｕｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）の在り方と今後の方向について、「ＰＦＩ」「ＮＰ
Ｏ」「基金」「公益信託」「第３セクター」方式の観点より、これらの事業手法の概念や事
業手法の特性を詳解するとともに、２１世紀地方分権時代の自治体における都市・地域政
策および地域経営の推進事業手法として「公民連携・協働」（ＰＰＰ）について、①自治体
の行財政運営の観点、②各事業主体の経営的な観点、③法律的な観点より、それぞれ現
状把握および問題点・課題を分析・整理する。その上で、都市・地域政策の視点より、
今後ますます重要な役割や機能を果たすと考えられる「公民連携」「公民協力」「事業連
携」「事業協働」に関して実証研究を基礎に、今後の在り方やあるべき方向性について、
政策提言を行なう政策研究論文である。
このような諸点を踏まえ、本書は、次のような内容より構成されている。
１章　市場の失敗・政府活動の失敗と公民協力連携・協働：Ｐｕｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓ
ｈｉｐ）の必要性の論拠
２章　民営化の潮流と公民協力・連携（ＰＰＰ ：Ｐｕｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）方式の概
念
３章　ＰＦＩ（Ｐｒｉｖａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ）方式の概念とＰＦＩ方式の展開
４章　ＮＰＯ（Ｎｏｎｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）方式の概念とＮＰＯ方式の展開
５章　基金・公益信託方式の概念と基金・公益信託方式の展開
６章　第３セクター方式の概念と第３セクター方式の展開
７章　都市・地域政策への公民連携・協働（ＰＰＰ）方式の新たな展開
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